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案 件 名 概 要 

平成28年 10月 21日に鳥取県中

部で発生した地震に係る伯耆町

の対応等について（報告） 

平成 28 年 10 月 21 日に鳥取県中部で発生した地震への対応及び

被害の状況等を報告するもの。 

専決処分の報告について（公用

車事故関係） 

公用車の事故に伴う専決処分について報告するもの。 

１．平成２８年１０月１８日に 鳥取市内にて発生した公用車 

 と一般車両の接触事故について 

２．平成２８年１１月７日、伯耆町地内にて発生した公用車と 

 緊急車両（鳥取県西部広域行政管理組合消防局の消防自動） 

 及び一般車両の接触事故について(予定） 

伯耆町職員の給与に関する条例

の一部改正について 

今年度の人事院勧告により、給料表の引き上げ、勤勉手当の引き

上げなどが勧告された。本町では勧告に準じ、給料表の引き上げ

及び勤勉手当の引き上げ等を行う。 

○給料表の改定 

平均 0.2％の引き上げを行う 

【施行日：平成 28 年 4月 1 日】 

○勤勉手当の引き上げ 

平成 28年 12 月期の勤勉手当について、0.1 月の引き上げを行う

【施行日：平成 28 年 4月 1 日】 

○扶養手当の改定 

【施行日：平成 29 年 4月 1 日】 

伯耆町行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人

番号の利用及び特定個人情報の

提供に関する条例の一部改正に

ついて 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律の一部が改正されたことに伴い本条例中の引用する

条項番号の訂正を行うもの。 

【施行日：行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律附則第１条第５号に掲げる規定の施行の日】

伯耆町議会の議員その他非常勤

の職員の公務災害補償等に関す

る条例の廃止について 

鳥取県町村総合事務組合設立により、同組合が非常勤職員等の公

務災害等の認定及び補償事務を行うこととなるため、本条例を廃

止するもの。 

【施行日：平成 29 年 4月 1 日】 

鳥取県町村職員退職手当組合の

共同処理する事務の変更及び鳥

取県町村職員退職手当組合規約

の変更について 

事務の効率化、事務経費の削減合理化をはかるため、鳥取県町村

職員退職手当組合に鳥取県町村消防災害補償組合を統合し、鳥取

県町村総合事務組合を設立する。これに併せ、鳥取県町村職員退

職手当組合の規約を変更するもの。 

【施行日：平成 29 年 4月 1 日】 

鳥取県町村消防災害補償組合の

解散について 

鳥取県町村総合事務組合設立のため、鳥取県町村消防災害補償組

合を解散するもの。 

【施行日：平成 29 年 4月 1 日】 

鳥取県町村消防災害補償組合の

解散に伴う財産処分について 

鳥取県町村総合事務組合設立による鳥取県消防災害補償組合の

解散に伴い、同組合（消防災害補償組合）の財産について鳥取県

町村総合事務組合に帰属させるもの。 

【施行日：平成 29 年 4月 1 日】 



案 件 名 概 要 

町村等の非常勤職員の公務災害

補償等に関する認定委員会及び

審査会の共同設置の廃止につい

て 

鳥取県町村総合事務組合設立により、同組合が非常勤職員等の公

務災害等の認定及び補償事務を行うこととなるため、従前の認定

委員会及び審査会を廃止するもの。 

【施行日：平成 29 年 4月 1 日】 

日野病院組合規約を変更する協

議について 

介護老人保健施設事業の指定管理終了（介護老人保健施設事業会

計終了）に伴い規約を変更する協議をすることについて、地方自

治法第２９０条の規定により、議会の議決を求めるもの。 

固定資産評価審査委員会委員の

選任について 

 固定資産評価審査委員会委員の任期が平成２９年２月１７日

で満了するため、新たな委員の選出に議会の同意を求める。任

期  平成３２年２月１７日まで３年 

教育委員会委員の任命について
 教育委員会委員の任期が平成２９年２月１７日で満了になる

ため、再任の同意を議会に求めるもの 

伯耆町立小規模保育所条例の制

定について 

 児童福祉法に規定する小規模保育事業を行う施設を設置する

ため、施設の設置・管理に関し必要な事項を定めるもの。 

＜施設の概要等＞ 

 【名称】小規模保育所こどもパル 

 【位置】伯耆町大殿 1081 番地 7  【定員】19 名 

 【運営】指定管理者制度 

 【施行期日】平成 29年 4 月 1日（設置年月日） 

伯耆町農業委員会の農業委員及

び農地利用最適化推進委員の定

数に関する条例の制定について

平成２８年４月１日から施行された改正農業委員会法に伴い農

業委員・農地利用最適化推進委員の定数を定めるもの。 

〇農業委員 8名、〇農地利用最適化推進委員 12名 

附則にて伯耆町農業委員会の選挙による委員の定数条例を廃止

し、伯耆町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関

する条例に農地利用最適化推進委員を非常勤職員特別職と定め、

その報酬・費用弁償を農業委員と同等に定めるための条例改正を

行う。 

【施行日：平成 29 年 7月 20 日又はこの条例の際現に在任する伯

耆町農業委員会の委員が全てなくなった日の翌日のいずれか早

い日】 

伯耆町職員の勤務時間、休暇等

に関する条例の一部改正につい

て 

今年度の人事院勧告により、介護休暇の分割取得と介護時間制度

の新設などが勧告された。本町では勧告に準じ、所要の改正を行

う。 

○介護休暇 

通算して６月を超えない範囲内で３回まで分割して取得するこ

とができるよう改正 

○介護時間 

連続して３年を超えない範囲内で、１日につき２時間の休暇を取

得することができる制度を新設 

物品購入契約の締結について 

伯耆町立学校職員用パソコン購入の入札に伴い、議会の議決を経

て本契約を締結するもの。 

 入札日:11 月下旬予定 

 落札者:未（指名競争入札） 

 落札額：25,500,000 円(予算額) 

 業務期間:本契約締結日の翌日～2月末 



案 件 名 概 要 

伯耆町公の施設に係る指定管理

者の候補者の選定結果について

(報告） 

（議案名：伯耆町公の施設に係

る指定管理者の指定について）

平成 29 年 4 月 1 日から指定管理制度により管理運営を実施する

施設について、伯耆町公の施設に係る指定管理者選定委員会で指

定管理者の候補者が選定されたのでその結果を報告する。 

【該当施設】 

伯耆町清掃センター（非公募、管理期間２年） 

平成28年度伯耆町職員採用試験

結果について（報告） 

平成 29年 4 月 1日採用予定職員について報告するもの 

一般事務：11 月 26 日最終試験実施予定 

平成２８年度伯耆町一般会計補

正予算（第３号）  

 既予算額    7,904,000 千円  

補正額        48,000 千円 

補正後予算額 7,952,000 千円 

（主な内容） 

【歳入】町税（町民税・固定資産税）、県補助金（災害復旧関連、

農林関連）、南部町・伯耆町清掃施設管理組合返還金、南部箕蚊

屋広域連合負担金精算金など 

【歳出】集落公民館等整備事業（災害復旧）、加速化交付金事業

（スポーツクラブ関連）、国民健康保険特別会計繰出金、大山ガ

ーデンプレイス管理事業、学校施設整備事業（岸本小学校）など

長期継続契約の締結について 

「伯耆町長期継続契約を締結することができる契約を定める条

例」第４条の規定に基づき、締結した長期継続契約の内容を報告

するもの。 

平成２８年度伯耆町地域交通特

別会計 補正予算（第２号） 

既予算額    139,427 千円   

補正額        19 千円 

補正後予算額  139,446 千円 

平成２８年度伯耆町国民健康保

険特別会計補正予算（第２号）

既予算額    1,516,548 千円 

補 正 額      45,944 千円 

補正後予算額  1,562,492 千円 

（主な内容） 

一般被保険者療養給付費等負担金等の保険給付費について、負担

額が増額したため補正。財源として国庫支出金等を計上 

平成２８年度伯耆町水道事業会

計補正予算（第２号） 

資本的収入 既予算額   285,292 千円 

      補正額       302 千円 

           補正後予算額 285,594 千円 

(主な内容） 

小林地区統合事業に係る国庫補助予定額の減に伴う財源変更に

よる補正 

ほうき健康経営プロジェクト進

捗状況の報告について（報告）

業務委託事業者からの提案に基づき、庁内プロジェクトで検討し

た方針や運営体制について概要を報告する。 

開発事業について（報告） 
二部地内の真砂取り業者の変更 

 ・西山工業から日吉津土建へ事業承継 

町ホームページリニューアルに

ついて（報告） 

ホームページのリニューアルに関し、住民からの意見聴取の結果

及び作業の進捗状況等について報告する。 

学校給食調理等業務の民間委託

に係る業者選定方法について

（説明） 

学校給食調理等業務の民間委託に係る委託料の債務負担行為を

今回の補正予算で計上する予定であるが、その業者の選定方法に

ついて説明するもの。 


